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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第75期
第１四半期
連結累計期間

第76期
第１四半期
連結累計期間

第75期

会計期間
自  平成23年12月１日
至  平成24年２月29日

自  平成24年12月１日
至  平成25年２月28日

自  平成23年12月１日
至  平成24年11月30日

売上高 (千円) 12,246,784 13,162,656 52,836,715

経常利益 (千円) 558,556 537,446 2,142,203

四半期(当期)純利益 (千円) 526,685 360,816 3,333,328

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 839,187 743,292 3,823,376

純資産額 (千円) 10,678,700 14,292,959 13,606,278

総資産額 (千円) 38,164,527 40,691,980 40,829,360

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 34.89 23.90 220.81

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 26.1 32.7 31.1

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

　

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間における、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事

項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生、又は前連結会計年度の有価証券

報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子
会社）が判断したものであります。

　
(1) 経営成績の分析

当第１四半期連結累計期間（平成24年12月１日～平成25年２月28日）の国内経済は、昨年末の政権交

代による景気回復への期待感や、大幅な金融緩和、円安による輸出型企業を中心とした企業業績の回復、

株価上昇などもあり、個人消費は概ね堅調に推移いたしました。 

　住宅需要につきましては、依然として雇用情勢や所得環境は厳しい状況が続きましたが、低水準な住宅

ローン金利や、政府による各種住宅取得支援策、震災の復興需要及び消費税増税前の駆け込み需要の一部

顕在化などもあり、新設住宅着工戸数には持ち直しの動きが見受けられました。 

　こうしたなか、当社グループは住宅建材事業につきましては、安心安全ユニバーサルデザイン（ＵＤ）

など高齢者対応、子育て支援、環境（リサイクル素材、国産材の活用促進）、リフォーム、住宅の長寿命化、

ペット共生等をテーマに、引続き床材や建具など主力の建材製品の拡販に努めてまいりました。また、今

後の消費税増税による住宅需要の動向を見すえ、コスト管理や在庫管理など各種施策を徹底し、収益力の

向上と企業体質の強化に取り組んでまいりました。合板事業につきましては、新設住宅着工戸数の回復に

より国産針葉樹合板は販売数量が増加いたしましたが、販売価格は若干の値戻しにとどまりました。一

方、輸入南洋材合板は販売数量が増加し、また販売価格も上昇しましたが、急激な円安により仕入れコス

トも上昇いたしました。

この結果、当第１四半期連結累計期間における連結業績は、売上高13,162百万円（前年同期比 7.5％

増）、営業利益524百万円（前年同期比10.0％減）、経常利益537百万円（前年同期比3.8％減）、四半期純

利益360百万円（前年同期比31.5％減）となりました。

報告セグメントの業績は次のとおりであります。
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〔住宅建材事業〕

「ＵＤならノダ」をキャッチフレーズに、例えば、部屋側・廊下側のどちらから押しても開き、車椅子

も通り易くする工夫を凝らしたＵＤドア「ケアシスト」をはじめ、足腰への負担や転倒時の危険を軽減

（すべりにくく、万一転倒しても衝撃を吸収しケガしにくい）するＵＤフロア「衝撃吸収フロア ネクシ

オ」、また蓄光素材を巾木・階段・手摺等に組み込んで、夜間・災害時に発光し、部屋から廊下や階段、手

摺まで移動経路を誘導するＵＤ商品「あかりサポート」など、高齢者やお子様など誰もが安心して暮ら

せる住まい作りに最適なバリアフリー関連商品による事業展開では、全国各地に展開しているケア連携

型バリアフリーのショールームや、木造中規模建築物に対応した新金物工法「ＢＩＧ－ＭＪ ＳＹＳＴＥ

Ｍ」等も活用し、一般住宅のほか、サービス付き高齢者住宅、介護施設など非住宅分野への提案営業も推

進しシェアの確保に努めました。また、地震や台風など災害に強い住宅建材の普及にも注力しており、引

続き、耐震性能や劣化軽減性能に優れた住宅構造材として構造用ＭＤＦの拡販をはかりました。なお、こ

れら住宅建材の原材料は、地球環境問題への取り組みとして、ＣＯ2削減や貴重な森林資源の有効活用を

はかる観点から、ＭＤＦ（中質繊維板）や国産針葉樹合板など、地球環境に優しいリサイクル素材や国産

材の活用に取り組み、環境問題への関心が高い顧客ニーズの掘り起こしに努めました。

　この結果、住宅建材事業の売上高は9,043百万円（前年同期比4.7％増）、セグメント利益は735百万円

（前年同期比26.7％増）となりました。

　

〔合板事業〕 

合板事業につきましては、新設住宅着工戸数の回復により国産針葉樹合板の販売数量が増加いたしま

したが、販売価格は若干の値戻しにとどまりました。特に国産針葉樹構造用合板は、製品価格の先高観も

あり国内メーカー在庫が品薄となりました。一方、輸入南洋材合板は販売数量が増加し、販売価格も上昇

いたしましたが、急激な円安により仕入れコストも上昇し、収益が圧迫されました。

　この結果、売上高は4,118百万円（前年同期比14.2％増）、セグメント利益は125百万円（前年同期比

58.2％減）となりました。 
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(2) 財政状態の分析

①　流動資産

当第１四半期連結会計期間末における流動資産の残高は、24,893百万円となり、前連結会計年度末に

比べ557百万円減少しました。

　その主な要因は、現金及び預金の減少229百万円、受取手形及び売掛金の減少129百万円、たな卸資産の

増加486百万円、繰延税金資産の減少170百万円、その他に含まれる未収入金の減少489百万円などによ

るものです。
　

②　固定資産

当第１四半期連結会計期間末における固定資産の残高は、15,798百万円となり、前連結会計年度末に

比べ419百万円増加しました。

　その主な要因は、減価償却費等による有形固定資産の減少28百万円、株式市場の株価が回復したこと

等による投資有価証券の増加502百万円などによるものです。
　

③　流動負債

当第１四半期連結会計期間末における流動負債の残高は、19,108百万円となり、前連結会計年度末に

比べ757百万円減少しました。

　その主な要因は、支払手形及び買掛金の増加377百万円、短期借入金の返済による減少103百万円、未払

法人税等の減少317百万円、設備関係支払手形の減少139百万円、その他に含まれる未払費用の減少331

百万円などによるものです。
　

④　固定負債

当第１四半期連結会計期間末における固定負債の残高は、7,290百万円となり、前連結会計年度末に

比べ66百万円減少しました。

　その主な要因は、長期借入金の短期借入金への振替による減少80百万円などによるものです。
　

⑤　純資産

当第１四半期連結会計期間末における純資産の残高は、14,292百万円となり、前連結会計年度末に比

べ686百万円増加しました。

  その主な要因は、四半期純利益による利益剰余金の増加360百万円及び配当による利益剰余金の減少

56百万円、その他有価証券評価差額金の増加145百万円、為替換算調整勘定の増加169百万円などによる

ものです。

　
(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。

　

(4) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は、38百万円であります。

　

EDINET提出書類

株式会社ノダ(E00636)

四半期報告書

 5/17



第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 68,303,200

計 68,303,200

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成25年２月28日)

提出日現在
発行数(株)

(平成25年４月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 17,339,20017,339,200
東京証券取引所
市場第二部

単元株式数　100株

計 17,339,20017,339,200― ―

　

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成25年２月28日 ― 17,339,200 ― 2,141,000 ― 1,587,822

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成24年11月30日)に基づく株主名簿による記載

をしております。

　

① 【発行済株式】

　 　 　 平成24年11月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
普通株式

2,242,900
― （注）１

完全議決権株式(その他)
普通株式

15,095,900
150,959（注）２

単元未満株式
普通株式

400
― ―

発行済株式総数 17,339,200― ―

総株主の議決権 ― 150,959 ―

(注) １．「完全議決権株式(自己株式等)」の欄は、全て当社保有の自己株式であります。

２．「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、1,900株(議決権19個)含まれており

ます。

　

　

② 【自己株式等】

　 　 平成24年11月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社ノダ

東京都台東区浅草橋
５－１３－６

2,242,900─ 2,242,90012.9

計 ― 2,242,900─ 2,242,90012.9

　
２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成24年12月１日

から平成25年２月28日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成24年12月１日から平成25年２月28日まで)

に係る四半期連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成24年11月30日)

当第１四半期連結会計期間
(平成25年２月28日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 7,617,752 7,387,951

受取手形及び売掛金 8,507,824 8,378,087

製品 5,071,328 5,257,712

仕掛品 826,683 827,088

原材料及び貯蔵品 1,605,632 1,905,328

繰延税金資産 580,293 409,728

その他 1,241,076 735,064

貸倒引当金 － △7,500

流動資産合計 25,450,591 24,893,461

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 1,978,793 1,945,060

機械装置及び運搬具（純額） 3,056,851 2,957,774

工具、器具及び備品（純額） 155,145 149,428

土地 4,468,941 4,468,941

リース資産（純額） 72,946 64,804

建設仮勘定 56,907 175,521

有形固定資産合計 9,789,586 9,761,532

無形固定資産

リース資産 9,328 8,616

その他 69,461 82,898

無形固定資産合計 78,789 91,515

投資その他の資産

投資有価証券 3,567,684 4,069,907

長期貸付金 48,738 45,525

繰延税金資産 1,221,429 1,148,928

その他 674,541 683,110

貸倒引当金 △2,000 △2,000

投資その他の資産合計 5,510,393 5,945,472

固定資産合計 15,378,769 15,798,519

資産合計 40,829,360 40,691,980
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成24年11月30日)

当第１四半期連結会計期間
(平成25年２月28日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 7,516,701 7,894,157

短期借入金 9,093,285 8,990,261

1年内償還予定の社債 70,000 －

リース債務 32,563 31,701

未払金 1,310,592 1,170,229

未払法人税等 352,905 35,009

未払消費税等 179,501 120,752

設備関係支払手形 364,153 224,323

その他 945,465 641,599

流動負債合計 19,865,168 19,108,034

固定負債

長期借入金 2,152,237 2,071,448

リース債務 53,369 45,443

繰延税金負債 179,164 179,613

退職給付引当金 4,565,806 4,595,359

役員退職慰労引当金 382,020 390,160

資産除去債務 25,316 8,961

固定負債合計 7,357,913 7,290,986

負債合計 27,223,082 26,399,021

純資産の部

株主資本

資本金 2,141,000 2,141,000

資本剰余金 1,587,822 1,587,822

利益剰余金 10,101,492 10,405,697

自己株式 △994,578 △994,578

株主資本合計 12,835,736 13,139,941

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 98,170 243,565

繰延ヘッジ損益 1,945 12,567

為替換算調整勘定 △248,228 △78,658

その他の包括利益累計額合計 △148,112 177,474

少数株主持分 918,654 975,542

純資産合計 13,606,278 14,292,959

負債純資産合計 40,829,360 40,691,980
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成23年12月１日
　至 平成24年２月29日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成24年12月１日
　至 平成25年２月28日)

売上高 12,246,784 13,162,656

売上原価 9,040,485 9,931,874

売上総利益 3,206,299 3,230,782

販売費及び一般管理費 2,623,451 2,706,180

営業利益 582,848 524,602

営業外収益

受取利息 3,848 4,137

受取配当金 8,542 8,987

受取保険金 5,955 1,948

持分法による投資利益 12,180 43,818

その他 22,573 22,352

営業外収益合計 53,100 81,243

営業外費用

支払利息 49,906 40,186

売上割引 8,817 10,082

売上債権売却損 16,356 15,992

その他 2,310 2,136

営業外費用合計 77,392 68,398

経常利益 558,556 537,446

税金等調整前四半期純利益 558,556 537,446

法人税、住民税及び事業税 9,187 2,510

法人税等調整額 △36,932 159,203

法人税等合計 △27,745 161,714

少数株主損益調整前四半期純利益 586,301 375,732

少数株主利益 59,615 14,915

四半期純利益 526,685 360,816
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成23年12月１日
　至 平成24年２月29日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成24年12月１日
　至 平成25年２月28日)

少数株主損益調整前四半期純利益 586,301 375,732

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 107,555 145,600

繰延ヘッジ損益 7,111 10,621

持分法適用会社に対する持分相当額 138,219 211,337

その他の包括利益合計 252,886 367,559

四半期包括利益 839,187 743,292

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 751,714 686,403

少数株主に係る四半期包括利益 87,473 56,888
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【会計方針の変更等】

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当第１四半期連結会計期間より、平成24年12月

１日以後に取得した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更して

おります。

　なお、これによる当第１四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。

　
【注記事項】

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、

第１四半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む）は、次のとおりであり

ます。

　 　 　 　 　 （単位：千円）

　 　
　

前第１四半期連結累計期間
(自 平成23年12月１日
　至 平成24年２月29日)

　
当第１四半期連結累計期間
(自 平成24年12月１日
　至 平成25年２月28日)

　 減価償却費 　 343,902　 287,140

　

(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自  平成23年12月１日  至  平成24年２月29日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年２月24日
定時株主総会

普通株式 37,740 2.5平成23年11月30日 平成24年２月27日 利益剰余金

　

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

　
当第１四半期連結累計期間(自  平成24年12月１日  至  平成25年２月28日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年２月27日
定時株主総会

普通株式 56,610 3.75平成24年11月30日 平成25年２月28日 利益剰余金

　

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ  前第１四半期連結累計期間(自  平成23年12月１日  至  平成24年２月29日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

　 　 　 　 (単位：千円)

　

報告セグメント
調整額
（注１）

四半期連結
損益計算書
計上額
（注２）住宅建材事業 合板事業 計

売上高 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 8,640,4153,606,36912,246,784 ― 12,246,784

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― 1,153,2711,153,271△1,153,271 ―

計 8,640,4154,759,64013,400,055△1,153,27112,246,784

セグメント利益 580,236 300,464 880,700△297,852 582,848

(注)  １．セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去17,873千円、各報告セグメントに配分していない全社費

用△315,725千円であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益との調整を行っております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

　

Ⅱ  当第１四半期連結累計期間(自  平成24年12月１日  至  平成25年２月28日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

　 　 　 　 (単位：千円)

　

報告セグメント
調整額
（注１）

四半期連結
損益計算書
計上額
（注２）住宅建材事業 合板事業 計

売上高 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 9,043,8794,118,77713,162,656 ― 13,162,656

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― 1,116,5971,116,597△1,116,597 ―

計 9,043,8795,235,37414,279,253△1,116,59713,162,656

セグメント利益 735,204 125,649 860,853△336,251 524,602

(注)  １．セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去8,295千円、各報告セグメントに配分していない全社費用

△344,546千円であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益との調整を行っております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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３．報告セグメントの変更等に関する事項

会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更に記載のとおり、法人税法の改正に伴い、

当第１四半期連結会計期間より、平成24年12月１日以降に取得した有形固定資産については、改正後の法人

税法に基づく減価償却の方法に変更したため、報告セグメントの減価償却の方法を改正後の法人税法に基

づく方法に変更しております。

　なお、これによる当第１四半期連結累計期間のセグメント利益に与える影響は軽微であります。

　

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

前第１四半期連結累計期間
(自  平成23年12月１日
至  平成24年２月29日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成24年12月１日
至  平成25年２月28日)

１株当たり四半期純利益金額 34円89銭
　

１株当たり四半期純利益金額 23円90銭
　

(注)  １．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎
　

項目
前第１四半期連結累計期間
(自  平成23年12月１日
至  平成24年２月29日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成24年12月１日
至  平成25年２月28日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 526,685 360,816

普通株式に係る四半期純利益(千円) 526,685 360,816

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 15,096 15,096

　

　
(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成25年４月12日

株式会社ノダ

取締役会  御中

　

有限責任 あずさ監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士   若    尾     慎    一    印

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士   春　　山　 　直　　輝    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式
会社ノダの平成24年12月１日から平成25年11月30日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成24
年12月１日から平成25年２月28日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成24年12月１日から平成25年２月28
日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包
括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ノダ及び連結子会社の平成25年２月
28日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していない
と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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